
○高浜市障害者扶助料支給条例 

昭和４８年４月１日 

条例第１２号 

改正 昭和５０年３月２５日条例第８号 

昭和５１年４月１日条例第１１号 

昭和５４年３月３１日条例第２１号 

昭和５６年６月２９日条例第２４号 

昭和５７年３月３１日条例第１１号 

昭和６１年６月２８日条例第２９号 

平成元年３月３１日条例第１２号 

平成３年３月２９日条例第１８号 

平成５年３月３０日条例第１１号 

平成８年３月２９日条例第１３号 

平成１０年３月３０日条例第１６号 

（題名改称） 

平成１１年３月３１日条例第１１号 

平成１２年３月３１日条例第１６号 

平成１６年３月３１日条例第１０号 

平成１７年６月３０日条例第２０号 

平成１８年３月３１日条例第１５号 

平成１８年９月２９日条例第３６号 

平成２１年３月２７日条例第１５号 

平成２４年３月２８日条例第１号 

平成２４年１２月２８日条例第３２号 

平成２７年１２月２８日条例第４１号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会保障の理念に基づき、障害者扶助料（以

下「扶助料」という。）の支給について必要な事項を定めるもの

とする。 

（昭５６条例２４・平１０条例１６・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において「障害者」とは、身体障害者、知的障害

者及び精神障害者をいい、次に定めるところによる。 

(１) 身体障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）第１５条に規定する身体障害者手帳の交付を受けた者 



(２) 知的障害者 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

第１２条第１項に規定する知的障害者更生相談所又は児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定する児

童相談所において知能指数が７５以下であると判定された者 

(３) 精神障害者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定する精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けた者 

（昭５６条例２４・昭６１条例２９・平１０条例１６・平

１１条例１１・平１７条例２０・一部改正） 

（支給要件） 

第３条 扶助料は、障害者であって、次の各号のいずれかに該当す

る者に対して支給する。 

(１) 本市に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）により本市に記録されている者 

(２) 住民基本台帳法により本市に記録されていた者であって、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第５条第１５項に規定する共同

生活援助を行う住居（次項において「グループホーム」という。）

に入居するため市外に転出したもの（当該転出先の市町村から

この条例による扶助料と同種の給付を受けることができる者を

除く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、扶助料は、障害者が次の各号のいず

れかに該当するときは、支給しない。 

(１) 故意に障害の程度を高めたとき。 

(２) 市内のグループホームに入居するため市外から転入したと

き。 

(３) 身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を最初

に受ける日において年齢が６５歳以上であるとき。 

(４) 知的障害者更生相談所において知能指数が７５以下である

と最初に判定された日において年齢が６５歳以上であるとき。 

（平２７条例４１・全改・一部改正） 

（扶助料の種類及び額） 

第４条 扶助料の種類及び額は、次のとおりとする。 

(１) 身体障害者扶助料 



身体障害者手帳等級区分 月額 

１級 ４，０００円 

２級 ３，５００円 

３級 ３，０００円 

４級・５級・６級 ２，０００円 

(２) 知的障害者扶助料 

知能指数区分 月額 

３５以下 ４，０００円 

３６以上５０以下 ３，０００円 

５１以上７５以下 ２，０００円 

(３) 精神障害者扶助料 

精神障害者保健福祉手帳等級区分 月額 

１級 ４，０００円 

２級 ３，０００円 

３級 ２，０００円 

（昭５７条例１１・平元条例１２・平３条例１８・平５条

例１１・平１０条例１６・平１１条例１１・平２１条例１

５・平２７条例４１・一部改正） 

（申請及び審査） 

第５条 扶助料の支給の申請をすることができる者は、第３条第１

項各号に掲げる者又はその扶養親族とする。 

２ 扶助料の支給を受けようとする者が前条各号の２以上に該当す

るときは、その者又は扶養親族の選択によりその１を申請するも

のとする。 

３ 市長は、申請があったときは、速やかにその審査を行い、可否

を決定し、その内容を申請者に通知するものとする。 

（昭５６条例２４・平１０条例１６・平１６条例１０・平

２７条例４１・一部改正） 

（扶助料の種類及び額の改定） 

第６条 扶助料の支給を受けている者（以下「扶助料受給者」とい

う。）は、その障害に変動を生じた場合は、直ちに市長に届け出

なければならない。 

２ 市長は、前項の届出を受理したときは、その障害の程度に応じ

て扶助料の種類及び額を改定する。 



（昭５６条例２４・一部改正） 

（扶助料の支給方法） 

第７条 扶助料は、第５条の申請をした日の属する月の翌月から支

給すべき理由が消滅した日の属する月まで支給する。 

２ 扶助料は、年２回規則で定める期月に、それぞれの当月分まで

を支給する。ただし、扶助料を受ける理由が消滅したときは、支

給期月にかかわらず、その月までの分を支給することができる。 

（昭５６条例２４・一部改正） 

（失権） 

第８条 扶助料受給者が次の各号のいずれかに該当したときは、扶

助料を支給しない。 

(１) 死亡したとき。 

(２) 本市から転出したとき。ただし、第３条第１項第２号に該

当する場合を除く。 

(３) 障害者でなくなったとき。 

(４) 故意に障害の程度を高めたとき。 

（昭５６条例２４・平１０条例１６・平１６条例１０・平

２７条例４１・一部改正） 

（支給停止） 

第９条 第３条第１項の規定にかかわらず、扶助料受給者が次の各

号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める期間中、扶

助料の支給を停止する。 

(１) 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁された

場合又は社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項

第１号から第６号までに規定する施設若しくは介護保険法（平

成９年法律第１２３号）第８条第２５項に規定する介護保険施

設に入所（短期入所及び通所を除く。）した場合 当該事由が

発生した日の属する月の翌月から当該事由が消滅した日の属す

る月まで 

(２) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律

第１３４号）第１７条の規定による障害児福祉手当、同法第２

６条の２の規定による特別障害者手当、国民年金法等の一部を

改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第９７条の規定

による福祉手当又は愛知県在宅重度障害者手当支給規則（昭和

４５年愛知県規則第２９号）の規定による手当の支給を受ける



場合 当該手当の支給を受ける期間 

(３) 当該扶助料受給者の前年の所得について、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が課税される

場合 その年の４月から翌年の３月まで 

（昭６１条例２９・全改、平８条例１３・平１０条例１６・

平１２条例１６・平１６条例１０・平１８条例１５・平１

８条例３６・平２４条例３２・平２７条例４１・一部改正） 

（施設、学校等への入居者、就学者等に対する特例） 

第１０条 障害者で施設、学校等に入所、就学等のため市外に転出

した者に対する第３条第１項第１号の規定の適用については、別

に定めるところにより、本市に居住しているものとみなす。 

（昭５６条例２４・昭６１条例２９・平１０条例１６・平

１６条例１０・平２７条例４１・一部改正） 

（支給の特例） 

第１１条 扶助料受給者が死亡した場合においてその者が支給を受

けるべき扶助料で支給を受けていないものがあるときは、当該扶

助料は、生計関係のある当該家族の代表者に支給する。 

（昭５６条例２４・一部改正） 

（不当利得の返還） 

第１２条 市長は、偽りその他不正の手段により扶助料の支給を受

けた者があるときは、その者から、その支給を受けた額の全部又

は一部を返還させることができる。 

（平１６条例１０・追加） 

（委任） 

第１３条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

（昭５６条例２４・一部改正、平１６条例１０・旧第１２

条繰下） 

附 則 

１ この条例は、昭和４８年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日から昭和４８年６月３０日までに申請した

ものには、第７条第１項の規定にかかわらず、昭和４８年４月分

から支給する。 

附 則（昭和５０年条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５０年４月１日から適用

する。 



附 則（昭和５１年条例第１１号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５１年４月１日から適用

する。 

附 則（昭和５４年条例第２１号） 

この条例は、昭和５４年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５６年条例第２４号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和５６年４月１日から適

用する。 

２ この条例の施行の日から昭和５６年７月３１日までに扶助料の

支給を申請した者のうち、３歳未満の受給資格者に係るものにあ

っては、第７条第１項の規定にかかわらず、昭和５６年４月分か

ら支給する。 

附 則（昭和５７年条例第１１号） 

この条例は、昭和５７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年条例第２９号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の高浜市心身障害者扶

助料支給条例の規定は、昭和６１年４月１日から適用する。 

附 則（平成元年条例第１２号） 

この条例は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年条例第１８号） 

この条例は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年条例第１１号） 

この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年条例第１３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年条例第１６号） 

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、改正後の第２条第３号に規定する精神障

害者で扶助料の支給要件に該当している者が、平成１０年５月３

１日までの間に扶助料の支給の申請をしたときは、当該申請者に

対する扶助料の支給は、第７条第１項の規定にかかわらず、同年

４月から開始する。 

附 則（平成１１年条例第１１号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第１６号） 



この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年条例第１０号） 

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第２０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第１５号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第３６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年条例第１５号） 

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第３２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年条例第４１号） 

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成

２８年４月１日から施行する。 

２ 第２条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の高浜市

障害者扶助料支給条例の規定に基づき扶助料の支給を受けている

者については、同条の規定による改正後の高浜市障害者扶助料支

給条例第３条第２項第３号及び第４号の規定は適用しない。 

 


